
草津市地域包括支援センターの
運営について
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資料２



草津市地域包括支援センター運営協議会
介護保険法施行規則第１４０条６６第２号ロ

地域包括支援センターは、当該市町村の地域包括支援センター運営協議
会の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保すること。

草津市附属機関設置条例 別表第１

介護保険法(平成9年法律第123号)に定める地域包括支援センターの運営に対する評価に関し
必要な事項についての調査審議に関する事務 ＜ 定数：１５人以内 ＞

 地域包括支援センター運営協議会の所掌事務

センターの
設置等

【承認事項】

• 圏域の設定
• 業務の法人への委託
• 業務を委託された法人による総合事業および予防給付に係る事業の実施
• 介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務を委託できる居宅介護支援事業所の選定
• その他、公正・中立性の確保に関すること

センターの
行う業務の
方針

【承認事項】

市町村が示すこととされているセンターが行う業務に係る方針（運営方針）が適切かどうか、市町村に対して意
見を述べるものとする

センターの
運営

運
営
全
体
に
関
す
る
も
の

【組織運営体制】
• センターの人員体制が業務に対して適切なものとなっているか
• 担当区域における高齢者のニーズ把握を行っているか
• 職員間、専門職間の連携が効果的に行われているか

【個人情報の保護】
• 責任者を配置するなど個人情報保護の徹底が図られているか

【利用者満足の向上】
• 適切な総合相談、苦情への対応ができる体制となっているか
• 安心して相談できるようプライバシーの確保が行われているか

【公平性・中立性の確保】

• 公平性、中立性に配慮して、介護サービス事業所等の紹介や介護予防支援業務の委託先の選定を行っ
ているか

個
別
業
務
に
関
す
る
も
の

【総合相談支援業務】
• 相談内容ごとの対応状況が把握（進捗管理）できているか

【権利擁護業務】
• 成年後見制度の活用、消費者被害の防止の取組がなされているか

【包括的・継続的ケアマネジメント支援業務】
• 地域ケア会議の運営方針について職員間での共有ができているか
• 介護支援専門員に対する効果的な相談対応がなされているか

【介護予防に係るケアマネジメント】
• 多様な地域の資源がケアプランに位置づけられているか

【市町村事業との連携】

• 在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業との連携が適切になされ
ているか

センターの
職員の確保

センターの職員を確保するため、必要に応じ、運営協議会の構成員や関係団体等の間で調整を行う

その他
地域における介護保険以外のサービス等と連携体制の構築、地域包括支援ネットワークを支える地域の社会資
源の開発、その他の地域包括ケアに関する事項であって運営協議会が必要と判断した事項を行う

 メンバー
＜草津市附属機関運営規則 別表第１＞

１ 保健医療関係者

２ 介護サービス事業者および介護予防サービス事業者から選出された者

３ 居宅介護支援事業者から選出された者

４ 介護サービスおよび介護予防サービス利用者

５ 介護保険被保険者（公募委員）

６ 民生委員児童委員

７ 老人クラブ連合会から選出された者

８ 草津市社会福祉協議会から選出された者

９ 学識経験を有する者

１０
その他市長が高齢者の保健福祉の推進に必要と認める者
● 草津市健康推進員連絡協議会 ● 草津市まちづくり協議会

 任期
＜草津市附属機関運営規則 別表第２＞

３年 令和３年７月１日から令和６年６月３０日

 スケジュールと主な議題

令和３年度 令和４年度 令和５年度

第１回
センターの運営について
• センターの運営に関する評価
（運営全体／個別業務）

第２回
センターの運営について
• 運営方針について
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センターの運営に関すること
～運営全体に関するもの～
～個別の業務に関するもの～
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※地域包括支援センターの事業評価を通じて機能強化を図るため、全国統一評価指標により取組・運営状況を点検し、毎年、
厚生労働省に報告をしている。

本資料の評価結果は、前回の運営協議会の資料に掲載したものをレーダーチャート化し業務の達成度を確認するもの。
（令和３年１２月に示された全国平均との比較）



評価結果＜センター指標：全国との比較＞
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＜高穂＞ ＜草津＞ ＜老上＞

＜玉川＞ ＜松原＞ ＜新堂＞

各センター
全国（センター）



評価結果＜市町村指標：全国との比較＞
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＜草津市＞

草津市
全国（市町村）

 一部の業務で全国平均を下回っているものの、センターおよび市ともに概ね高い水準で業務を遂行できており、
今後も適切、公正かつ中立な運営を確保する必要がある。



センターの設置等に関すること
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委託できる居宅介護支援事業所の選定
 介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務の一部委託にかかる指定居宅介護支援事業所一覧 ＜令和３年11月３０日時点＞
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 居宅介護支援事業所により、人員体制や受託可能数が異な
るため委託件数の差が生じているが、公平性・中立性に配
慮して委託先の選定をすることができている。

【市内】 【市外】



承認事項①
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承認事項 【本資料 Ｐ．７】

介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務の

一部委託について

介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務につきまして、

指定居宅介護支援事業所 ４６か所（令和３年１１月３０日時点） に業務の

一部委託を行っていることについて、運営協議会の承認をいただきたい。
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センターの行う業務の方針
～草津市地域包括支援センター運営方針～
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運営方針
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地域包括支援センター運営方針とは

介護保険法 第１１５条の４７第１項

市町村は、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支援センターの設置者その他の厚生労働省令で定める者に対し、厚生労働省令で

定めるところにより、包括的支援事業の実施に係る方針を示して、当該包括的支援事業を委託することができる。

草津市地域包括支援センター運営方針の構成

Ⅰ 方針策定の趣旨

Ⅱ 基本的な運営方針

１．高齢者がいきいきと自分らしい生活を継続することができるよう支援します。

２．地域におけるネットワークを構築し、高齢者が安心して暮らせるよう支援します。

３．三職種のチームアプローチにより、包括的支援事業等を地域において一体的に実施します。

４．地域包括支援センターの機能強化に向けた取組を行います。

Ⅲ 具体的な運営方針

１．総合相談支援業務

２．権利擁護業務

３．包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

４．介護予防ケアマネジメント業務・介護予防支援業務

５．認知症総合支援事業

６．地域ケア会議推進事業

７．その他

重点的な取組



①「地域ケア個別会議」を通じた地域で安心して暮らし
続けられるネットワークづくり

②「自立支援地域ケアカンファレンス」を通じた市全域
における自立支援・重度化防止の浸透

内容

地域ケア個別会議から抽出された地域課題の分析を積み重ね、地域に共
通する課題を明らかにし、地域ケア推進会議（学区の医療福祉を考える会
議）において多様な関係者間で地域課題を共有し、課題解決に必要な地域
づくり、政策形成につながる仕組みづくりを行います。

多職種の専門職による多角的な助言を受け、ケアマネジメント力の向上を
図るとともに、個別ケースの集積を通じて自立支援・重度化防止を阻害する
要因を明らかにし、市域全体の課題解決に向けた取組を進めます。

取組
実績

• 地域ケア個別会議における、個別課題の解決や地域課題の抽出

• 学区の実情に応じた形態による、地域ケア推進会議（学区の医療福祉
を考える会議）への参画

• 自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメント力の向上にかかる取
組として、自立支援地域ケアカンファレンスへの参加。

課題
地域ケア個別会議から抽出した地域課題について、地域で共有するしくみ
はあるが、地域課題の整理や解決方法の検討にまでは至っていないため、
課題解決に向けた地域づくりや政策形成につなげることが難しい。

個別の事例については、多職種の専門職からの助言を受け、自立支援・重
度化防止のためのケアマネジメントに活用することができたが、個別の課題
抽出に留まり、どのように市域全体の課題解決につなげていくか明確にで
きていない。

＜方向性＞

 重点的な取組内容を見直し、地域包括支援センターが地域課題の抽出から課題解決につなげることができるよう、
地域ケア会議の体系の見直しを行う。

重点的な取組＜評価＞
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重点的な取組＜令和４年度から＞

地域ケア個別会議から抽出された学区の地域課題を「地域課題検討会議」において整

理・深堀するとともに、課題解決に向けた手段・方策の検討を行い、地域ケア推進会議等

の場で実現可能な解決策を講じることができるよう努めます。

地域ケア会議の体系の見直し（イメージ図）

個別課題解決
ネットワーク

構築
地域課題発見 地域づくり資源開発 政策形成

個別
会議

地
域
課
題

解
決
方
法

学区の医療福祉を
考える会議 など

学区の地域課題の共有
実現可能な解決方法の検討・実施

地域ケア個別会議

個別課題の解決
地域課題の抽出

地域課題検討会議

地域課題の整理・深堀
課題解決に向けた取組方法の検討

地区担当保健師の活動

ポピュレーションアプローチ※１

による、啓発や健康教育などの取組

市域の地域課題の
課題解決に向けた事業展開の検討

草津市あんしんいきいき
プラン委員会 など

個別課題

個別課題

個別課題
個別
会議

個別
会議

地
域
課
題
の
整
理
・深
堀

課
題
解
決
に
向
け
た
手
段
・方
策
の
検
討

重点的な取組の内容

個別
会議

個別
会議

※1 対象の集団へ働きかけることにより、健康への意識を高め、生活習慣や病気のリスク軽減を図る方法。
多くの人々の健康増進や病気の予防につながる健康づくりの取組。
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運営方針の改正内容
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改正内容 改正理由

１

P２

「Ⅱ 基本的な運営方針－４．」

地域包括支援センターの機能強化に向けた重点的な取組内容を変

更しました。

これまでの重点的な取組の評価を行い、新

たな課題に対応するため、取組内容を見直

しました。

２

P７

「Ⅲ 具体的な運営方針－６．地域ケア会議推進事業」

（１）地域ケア個別会議、（２）地域課題検討会議、（３）地域ケア推進

会議の体系を変更しました。

地域ケア会議の体系の見直しを行い、地域

課題の抽出から課題解決につなげることが

できるよう推進するため。

主な改正内容

＜その他＞

地域包括支援センターの運営にかかる現状の業務内容や各種計画にあわせて、表現を修正しました。



承認事項②
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承認事項 【資料３】

地域包括支援センター運営方針について

『 資料３ 草津市地域包括支援センター運営方針（案）』 について、

運営協議会の承認をいただきたい。
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報告事項
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＜令和３年度の実績＞

① 転入者へのチラシ配布 令和３年４月から

② 「広報くさつ」特集記事

令和３年９月

③ 「FMくさつ」放送

④ 「みんなの健幸フェア」での周知、センターの認知度をアンケート調査 令和３年１１月１３日

⑤ ＪＡレーク滋賀と連携した周知 （各支店におけるチラシの設置・配布等） 令和３年１１月から

①
⑤ ② ④

地域包括支援センターの周知 ＜今年度の実績＞
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【調査結果】 n=41（市民）

地域包括支援センターを知っていると回答した割合 61％ （25人）
（20～30代 16.7％ 40～50代 60.0％ 60代以上 72.0％）

（全戸配布）



＜今後の方向性＞

 コンビニやスーパー、金融機関などの協力を得て、幅広い世代の市民がよく行く生活の場で周知を行う。

 ９月１日～３０日を『草津市地域包括支援センターPR月間』と定め、広報くさつやホームページ、SNSを活用
した周知を行う。

地域包括支援センターの周知＜今後の方向性＞
19

【地域包括支援センターPRカード（案）】

（表面） （裏面）


